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要旨

　休日夜間における精神医療相談窓口において、年々増え続ける「生活の相談」に対し電話件数を減らす目的で電話相談頻回利用者への働きかけを行った。対象者をリストアップし利用者への説明や生活支援の充実を図った結果、前年より全体の件数と対象者の件数も減少した。対象者の多くは発達障害との重複障害が認められ、「即時」の求めへの対応が課題となった。
１ はじめに・目的
　沼津中央病院（以下、当院）では静岡県東部地区（人口約85万人）の休日夜間の基幹病院を1998年8月より担い、先駆的に精神保健福祉士を宿直体制で配置している。その結果、相談機能が付加され、静岡県においては2014年より4基幹病院に精神医療相談窓口を委託された。1998年～2013年までは年間4,000件以内の電話相談で推移してきた。精神医療相談窓口事業を委託された2014年には年間4,649件（1日平均12.7件）、2016年は年間6,576件（1日平均18件）と増大した。そのなかには同日に時間を問わずかけてくる頻回利用者が散見された。
さらに電話相談は増加し続けたため、電話対応をしている精神保健福祉士や看護師の負担増となった。休日夜間の電話相談に対し緊急ではない「生活の相談」を受けることの是非を検討した結果、2017年8月より電話相談頻回利用者に対し対策を講じることとした。
２ 方法
電話相談頻回利用者や「生活の相談」を減らす取組みを2017年8月より開始した。取組みは以下の5点である。
１．2016年度電話相談件数の多い20名を対象者とした。特に集中的に取組みを行ったのは上位10名であった。２．かかりつけ患者には、医局、外来、担当精神保健福祉士に各担当患者に対してチームアプローチを依頼。３．外来待合室にポスター掲示「夜間や休日の電話相談は『緊急の受診相談』のみとなります」４．20名の対象者にはお願い文書を診察時に渡す。５．休日夜間に対象者から電話相談があった場合、お願いをし続ける。非かかりつけ患者には電話時に受診相談以外は日中にかかりつけに相談するように伝えた。
３ 取組の結果
電話相談件数の年間比較では2016年度、6,576件が2017年度、5,696件と880件減少した。取組を始めた8月以降は月間比較で毎月電話相談件数は減少した。
2016年度、2017年度共に電話相談件数の多い利用者上位10名はいずれも当院かサテライトクリニック通院中か通院歴のある患者であった。若干の順位の入れ替わりや件数は取組み前後で変化しているが、利用者の診断を診療録で確認したところ、6名は発達障害が基礎にあった。
　2016年度と2017年度の患者別件数を比較したところ、1位626件→235件、2位618件→283件、3位409件→231件と5位～20位までは減少したが、4位393件→1,428件（＋1,035件）と1名のみ約3.6倍増大した。
４ 考察
　取組み実施後、電話件数は減少したが、1名だけ前年度より約3.6倍に増加した。大半の患者は診察場面等で繰り返し説明し続けることで理解を示して頂き、また日中の診療、その他の生活支援で対応できたと考える。ただし、電話相談頻回利用者年間件数上位10名中6～7名は発達障害が基礎にあることが分かり、さらにその中の一部の利用者は、枠組みを決めても理解はしつつ、止められず、時間帯や状況関係なくダイヤルを回していると推察する。
　今回の取組みでは電話相談頻回利用者対策の効果と課題が判明した。効果としては治療内容の見直し、本人への生活支援、本人への説明、枠組みの設定を行うことの有効性が確認できた。課題としては発達障害が基礎にある利用者への「即時」の求めへの対応である。
倫理的配慮　院内掲示による研究に対しての説明及び沼津中央病院倫理会議で承認済み。[image: image1.png]



